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２００９年１０月  
 

彩彩のの国国経経済済のの動動きき   
―― 埼埼 玉玉 県県 経経 済済 動動 向向 調調 査査 ――   

１ 経済の概況  

  ◎ 埼玉県経済                      

７月の鉱工業生産指数は、７８．０（季節調整済値、２００５年＝１００）で、前月比▲０．６％と５か月ぶりに微減となっ

た。同出荷指数は７５．０で前月比＋０．４％と５か月連続で上昇した。同在庫指数は、７６．０で前月比▲３．１％と６か

月連続で低下した。

生産

持ち直しの動きがみられる

雇用

さらに悪化している

８月の有効求人倍率（季節調整値）は０．３５倍で前月比横ばいとなった。有効求人倍率（季節調整値）は０．３５倍

と、３か月連続で昭和３８年統計開始以来過去最低の水準で求職者の滞留が続いており、雇用失業情勢はさらに悪

化している。

物価
緩やかな低下傾向

８月の消費者物価指数（さいたま市）は、生鮮食品を含む総合で１００．０となり、前月比＋０．２％と４か月ぶりに上

昇したが、前年同月比は▲２．０％と５か月連続で前年を下回った。消費者物価は緩やかに下落している。

消費

弱い動き

８月の家計消費支出は３０４，４８８円で、前年同月比＋３．４％と前年を上回った。８月の新車登録・届出台数も、

前年同月比で＋５．１％と２か月連続で前年を上回った。しかし、８月の大型小売店販売額は、店舗調整前（全店）は

前年同月比▲３．９％と９か月連続で前年を下回り、店舗調整済（既存店）販売額も前年同月比▲５．６％と１３か月

連続で前年を下回るなど消費の基調は、弱い動きとなっている。

住宅
８月の新設住宅着工戸数は、４，９８２戸となり、前年同月比▲１６．４％と８か月連続で前年を下回った。持家は前年

同月比▲１０．８％、貸家は前年同月比▲２３．８％、分譲は前年同月比▲１４．９％となっている。分譲で前年同月比

の減少幅が縮小しているが、新設住宅着工戸数は前年実績を下回り、やや弱含んでいる。

倒産

増加傾向

９月の企業倒産件数は５８件と２か月ぶりに前月を上回った。前年同月比＋１３．７％と３か月連続で前年同月を上

回った。負債総額は１１９億４千４百万円となり、前年同月比▲０．２％と２か月連続で前年同月を下回った。平成２１年

では企業倒産件数が５月の４６件以外が５０件超で推移しており増加傾向にある。

景況
判断

２期連続で改善

埼玉県四半期経営動向調査（２１年７～９月期調査）にて企業経営者の景況判断をみると、景況感DIは▲８７．４と

前期（２１年４～６月期調査）比１．２ポイント上昇した。

設備
投資

２１年度上期は減少見込み、通期も減少見通し

埼玉県四半期経営動向調査（２１年７～９月期調査）によると設備投資実施率は１６．６％で２期連続で改善した。

来期（２１年１０～１２月期）実施予定は１１．３％で当期比５．３ポイント低下する見通し。

財務省 法人企業景気予測調査（埼玉県分）（２１年７～９月期調査）によると、２１年度上期の設備投資計画額は、

製造業は前年同期比▲２２．９％の減少、非製造業は同▲３．６％の減少見込みで、全規模・全産業で同▲１４．

０％の減少見込みとなっている。通期は、前年比▲２８．５％の減少見通しとなっている。

やや弱含んでいる

 

＜２００９年７月～２００９年９月の指標を中心に＞  

一部に持ち直しの動きがみられるものの、  

依然、厳しい状況にある県経済 
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◎ 日本経済  

 

内閣府「月例経済報告」   ＜２００９年１０月１６日＞

 

（我が国経済の基調判断）  

景気は、持ち直してきているが、自律性に乏しく、失業率が

高水準にあるなど依然として厳しい状況にある。  

 

・ 輸出は、アジア向けを中心に、増加している。生産は、持ち直している。

・企業収益は、大幅な減少が続いているが、そのテンポは緩やかになって

いる。設備投資は、減少している。  

・企業の業況判断は、依然として厳しい状況にあるものの、全体として持

ち直しの動きが続いている。ただし、中小企業ではそのテンポは遅い。

 ・雇用情勢は、悪化傾向が続いており、極めて厳しい状況にある。  

・個人消費は、持ち直しの動きが続いている。  

  

 先行きについては、当面、雇用情勢が悪化傾向で推移するものの、海外経

済の改善などを背景に、景気の持ち直し傾向が続くことが期待される。一方、

雇用情勢の一層の悪化や海外景気の下振れ懸念、金融資本市場の変動の影響

など、景気を下押しするリスクが存在することに留意する必要がある。  

（政策の基本的態度）  

政府は、家計の支援により、個人消費を拡大するとともに、新たな分野で

産業と雇用を生み出し、内需を重視した経済成長を実現するよう政策運営を

行う。また、現下の厳しい雇用情勢に細心の注意を払い、それを踏まえた対

応策を検討する。  

日本銀行に対しては、我が国経済が、物価安定の下での持続的成長経路に

復帰するため、引き続き政府との緊密な連携の下で、適切かつ機動的な金融

政策運営を期待する。  
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２ 県内経済指標の動向  

 ※ 経済指標のうち、「前月比（季節調整値）」は経済活動の上向き、下向きの傾  

   向を示し、「前年同月比（原指数）」は量的水準の変動を示します。 

 

（１） 生産・出荷・在庫動向（鉱工業指数）  

●持ち直しの動きがみられる  
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出所：経済産業省・県「鉱工業指数」

生 産 指 数
（対前年同月比・原指数）
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出所：経済産業省・県「鉱工業指数」
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出所：経済産業省・県「鉱工業指数」

埼玉県の主要業種 生産指数
（対前年同月比・原指数）

電気機械 化 学 一般機械 輸送機械

 

●７月の鉱工業生産指数は、７８．０（季節調整済値、２００５年＝１００）で、

前月比▲０．６％と５か月ぶりに微減となった。前年同月比は▲２５．２％と

１５か月連続で前年を下回った。  

●前月比を業種別でみると、輸送機械工業、電子部品・デバイス工業など２２業

種中１７業種が上昇し、化学工業、一般機械工業など５業種が低下した。  

  

 鉱工業生産指数は、前年同月比で▲２５．２％と水準は低迷している。前月比

では５か月ぶりに微減となったが、３月以降４か月連続で上昇していることか

ら、持ち直しの動きがみられる。

【生産のウエイト】  

・県の指数は製造工業 (21)と鉱業 (1)

の２２業種に分類されています。

・埼玉県の鉱工業全体に占める業種

別の生産ウエイトは以下の通り。

①化学工業14.4% ⑤食料品   6.1%

②輸送機械13.6% ⑥電気機械6.1%

③一般機械13.2% ⑦電子部品5.4%

④金属製品  7.5%  その他  33.7%

（出所：県「鉱工業指数」基準時=2005年）
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出所：経済産業省・県「鉱工業指数」

出 荷 指 数
（対前年同月比・原指数）
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出所：経済産業省・県「鉱工業指数」

出 荷 指 数
埼玉県 全国
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出所：経済産業省・県「鉱工業指数」

埼玉県の主要業種 出荷指数
（対前年同月比・原指数）

電気機械 輸送機械 化 学 一般機械

 

【出荷のウエイト】  

・埼玉県の鉱工業全体に占める業種

別の出荷ウエイトは以下の通り。

①輸送機械23.3% ⑤金属製品5.8% 

②一般機械11.0% ⑥電子部品5.7% 

③化学工業10.4% ⑦食料品 5.7% 

④情報通信  7.1%  その他  31.0% 

（出所：県「鉱工業指数」基準時=2005年）

●７月の鉱工業出荷指数は７５．０（季節調整値、２００５年＝１００）で、前月比

＋０．４％と５か月連続で上昇した。前年同月比は▲２８．３％と１７か月連続で

前年を下回った。  

●前月比を業種別でみると、輸送機械工業、金属製品工業など２２業種中１５業種が

上昇し、化学工業、情報通信機械工業など７業種が低下した。  

【鉱工業指数】  

・鉱工業指数は製造業と鉱業の生産・出荷・在庫の動きをフォローする統計です。  

・基準時点（2005年）を１００として指数化したものです。  

・生産指数と出荷指数は、通常景気の山、谷とほぼ同じ動きを示してきたとされており、

景気動向指数の一致系列に入っています。  

・埼玉県の鉱工業生産は、県内総生産の約２割程度となっています。生産活動の動きは、

景気に敏感に反応する性質を持つので、景気観測には欠かせない指標です。  
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出所：経済産業省・県「鉱工業指数」

在 庫 指 数
（対前年同月比・原指数）

埼玉県 全国
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出所：経済産業省・県「鉱工業指数」

在 庫 指 数
埼玉県 全国
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出所：経済産業省・県「鉱工業指数」

埼玉県の主要業種 在庫指数
（対前年同月比・原指数）

電気機械 一般機械 輸送機械 化 学

 

●７月の鉱工業在庫指数は、７６．０（季節調整済値、２００５年＝１００）と

なり、前月比▲３．１％と６か月連続で低下した。前年同月比は▲１８．１％

と５か月連続で前年水準を下回った。  

●前月比を業種別でみると、その他製品工業、鉄鋼業など２１業種中１０業種が

上昇し輸送機械工業、窯業・土石製品工業など１１業種が低下した。  

【在庫のウエイト】  

・埼玉県の鉱工業全体に占める業種

別の在庫ウエイトは以下の通り。

①輸送機械18.9% ⑤化学工業7.9% 

②電気機械14.9% ⑥電子部品6.7% 

③一般機械12.8% ⑦窯業土石4.5% 

④ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ  8.4%  その他  25.9% 

（出所：県「鉱工業指数」基準時=2005年）

 【平成15年7月分からの「鉱工業生産指数（２００５年＝１００）」の推移】  
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●８月の新規求人倍率は０．６７

倍で、前月比＋０．０３ポイン

トとなった。  

  

●前年同月比は▲０．４９ポイン

トとなった。  

●８月の完全失業率（南関東）は

５．３％で、前月比＋０．１ポ

イントとなった。  

 

●前年同月比は＋１．６ポイント

となった。  

（２）雇用動向  

●さらに悪化している  
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出所：埼玉労働局「労働市場ニュース」

有効求人倍率
（学卒除き・パート含む） 埼玉県 全 国
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出所：埼玉労働局「労働市場ニュース」

埼玉県の有効求人

・求職者数推移
求職者数 求人数
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出所：埼玉労働局「労働市場ニュース」

新規求人倍率
（学卒除き・パート含む） 埼玉県 全 国

 

2.0

3.0

4.0

5.0

6.0

％ 原数値

出所： 埼玉労働局「労働市場ニュース」・総務省「労働力調査」

完全失業率
南関東 全国

●８月の有効求人倍率(季節調整値、新規学卒者除きパートタイム労働者含む )は  

０．３５倍と前月比横ばいとなった。  

●有効求職者数は１３１，７１９人と１４か月連続で前年実績を上回った。有効求

人数は４４，７５０人と３１か月連続で前年実績を下回った。  

有効求人倍率は０．３５倍と、３か月連続で昭和３８年統計開始以来過去最低の

水準で求職者の滞留が続いており、雇用失業情勢はさらに悪化している。  
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●７月の所定外労働時間（製造

業）は１０．７時間。  

 

●前年同月比は▲４０．９％と 

１２か月連続で前年実績を下

回った。  

●７月の現金給与総額指数  

（２００５年＝１００）は  

１２７．３となり、前年同月比

▲０．７％と７か月連続で前年

実績を下回った。  

●７月の常用雇用指数    

（２００５年＝１００）は  

１００．１となり、前年同月比

▲２．０％と５か月連続で前年

実績を下回った。  
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出所：厚生労働省「毎月勤労統計」・埼玉県「毎月勤労統計調査」

現金給与総額指数
（調査産業計 対前年同月比）

埼玉県 全 国
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出所：厚生労働省「毎月勤労統計」・埼玉県「毎月勤労統計調査」

所定外労働時間
（製造業 対前年同月比）

埼玉県 全 国
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出所：厚生労働省「毎月勤労統計」・埼玉県「毎月勤労統計調査」

常用雇用指数
（調査産業計 対前年同月比）

埼玉県 全 国

 

【完全失業率】  
・完全失業率は、労働力人口に占める完全失業者の割合です。  
・完全失業者とは、仕事を持たず、仕事を探しており、仕事があればすぐ就くことができる者

のことをさします。  

【現金給与総額指数】  
・現金給与総額とは、賃金、手当て、ボーナスなど、労働者が受け取った現金のすべてで、所

得税や社会保険料を支払う前の額です。  

【所定外労働時間指数】  
・いわゆる残業のこと。就業規則などで定められた始業から終業までの時間以外の労働時間。  

【常用雇用指数】  
・有効求人倍率はハローワークを通した求人、求職の希望の数字ですが、常用雇用指数は、実

際に雇われている雇用の実態を映すものです。  

【調査産業計】  
・現金給与総額指数及び常用雇用指数における調査産業計とは、農林漁業を除く全産業。  
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（３） 物価動向  

●緩やかな低下傾向  
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出所：総務省「消費者物価指数」・埼玉県「消費者物価指数速報」

消費者物価指数
（総合 対前年同月比）
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出所：総務省「消費者物価指数」・埼玉県「消費者物価指数速報」

消費者物価指数
（総合）

さいたま市 全国

 

 

 

 

●８月の消費者物価指数（さいたま市 ２００５年＝１００）は生鮮食品を含

む総合で１００．０となり、前月比＋０．２％と４か月ぶりに上昇した。前年

同月比は▲２．０％と５か月連続で前年を下回った。  

●前月比が上昇したのは、「教養娯楽（外国パック旅行など）」、「食糧（レタ

ス、ニンジンなど）」、などの上昇が主な要因となっている。なお、「被服及

び履物（婦人Tシャツ（半袖）など）」などは下落した。  

●前年同月比が下落したのは、｢交通・通信（ガソリンなど）｣、「教養娯楽（ノ

ート型パソコンなど）」などの下落が主な要因となっている。なお、「住居（持

ち家の帰属家賃など）」などは上昇した。  

 消費者物価は、前月比では４か月ぶりに上昇したが、前年同月比では５か月連

続で前年を下回り緩やかな低下傾向にある。  

【消費者物価指数】  

・消費者物価指数は、世帯の消費構造を固定し、これと同等のものを購入した場合の費用

がどのように変化するかを、基準年を100として指数化したもので、消費者が購入する

財とｻｰﾋﾞｽの価格の平均的な変動を示すものです。  

・デフレとは一般的に消費者物価指数が2年以上持続して低下している状況のことをいい

ます。  

・ﾃﾞﾌﾚはﾓﾉが安くなるものの、企業所得低下が賃金低下を招くなど不況を深刻化させる要

因ともなります。  
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（４） 消費  

 ●弱い動き  

260

280

300

320

340

360

380

400

千円

出所：総務省統計局「家計調査報告」

家計消費支出
（関東地方 二人以上世帯）
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出所：総務省統計局「家計調査報告」

家計消費支出
（対前年同月比）

関東地方 全国
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出所：経済産業省「商業販売統計確報」

大型小売店販売額
対前年同月比 店舗調整済（既存店）

埼玉県 全 国
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出所：経済産業省「商業販売統計確報」

大型小売店販売額
対前年同月比 店舗調整前（全店）

埼玉県 全 国

 

●８月の家計消費支出（関東地方：二人以上世帯）は、３０４，４８８円となり、

前年同月比＋３．４％と前年実績を上回った。  

●８月の大型小売店販売額【店舗調整前（全店）】は、８１６億円となり、前

年同月比▲３．９％と９か月連続で前年を下回った。店舗調整済（既存店）

販売額の前年同月比は▲５．６％と１３か月連続で前年を下回った。  
 
● 業態別では、 

百貨店（県内調査対象店舗２０店舗）は、「家庭用品」や、「衣料品」、「身の回り

品」が不調だった。これにより、店舗調整前（全店）は前年同期比▲７．８％と１８か

月連続で前年を下回り、店舗調整済（既存店）も同▲７．２％と１８か月連続で前年

を下回った。 

 スーパー（同２５４店舗）も、「家庭用品」、「衣料品」、「身の回り品」とも依然不調

だった。これにより店舗調整前（全店）は前年同期比▲２．６％と９か月連続で

前年を下回り、店舗調整済（既存店）も同▲５．０％と９か月連続で前年を下回

った。 
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出所：日本自動車販売協会連合会・全国軽自動車協会連合会
埼玉県自動車販売店協会・埼玉県軽自動車協会

新車登録届出台数
（対前年同月比 乗用＋軽）
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出所：日本自動車販売協会連合会・全国軽自動車協会連合会

埼玉県自動車販売店協会・埼玉県軽自動車協会

新車登録届出台数
（埼玉県 乗用＋軽）

 

 

●９月の新車登録・届出台数（普通乗用車＋乗用軽自動車）は、２１，０３２台

となり、前年同月比＋５．１％と２か月連続で前年実績を上回った。  

家計消費支出は前年実績を上回った。新車登録・届出台数も２か月連続で

前年同月比を上回るなど、政策効果がみられるが、依然、大型小売店販売

額は店舗調整済（既存店）販売額が前年同月比１３か月連続で前年を下回るなど

消費の基調は弱い動きとなっている。

【家計消費支出】  

・全国約９千世帯での家計簿記入方式による調査から計算される１世帯当たりの月間

平均支出で、消費動向を消費した側からつかむことができます。  

・家計消費支出は景気動向指数の遅行系列に入っています。  

・核家族化により世帯人数が減少するなど、１世帯当たりの支出は長期的に減少する

傾向があり、その影響を考慮する必要があります。  

【大型小売店販売額】  

・大型百貨店（売場面積が政令都市で3,000㎡以上、その他1,500㎡以上）と大型スー

パー（売場面積1,500㎡以上）における販売額で、消費動向を消費された側から捉え

た業界統計です。  

・専門店やコンビニなどが対象となっていないため、消費の多様化が進むなか、消費

動向全般の判断には注意が必要です。  

・既存店とは、当月及び前年同月とも調査の対象となっている事業所をいい、既存店

販売額は全店販売額に比べ店舗数の増減による影響が取り除かれた指標となって

います。なお、全店販売額は、例えば新店舗開業によって既存店の顧客が奪われて

しまうといったことがあっても、増減が出てこないことから、大型小売店全体の販

売動向を把握するのに活用されます。  
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（５）住宅投資  

●やや弱含んでいる  
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出所：国土交通省「建築着工統計調査」

新設住宅着工戸数
（対前年同月比）
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出所：国土交通省「建築着工統計調査」

新設住宅着工戸数
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出所：国土交通省「建築着工統計調査」

県内新設住宅種別着工戸数
（対前年同月比）

持家 貸家 分譲

● ８月の新設住宅着工戸数は４，９８２戸となり、前年同月比▲１６．４％と８

か月連続で前年実績を下回った。持家は前年同月比で▲１０．８％、貸家は前

年同月比▲２３．８％、分譲は前年同月比▲１４．９％となっている。  

分譲で前年同月比の減少幅が改善しているが、新設住宅着工戸数は前年実績を

下回り、やや弱含んでいる。  

●着工戸数を種別でみると、持家

（前年同月比▲１０．８％）が１

１か月連続で低下、貸家（同▲２

３．８％）は６か月連続の低下、

分譲（同▲１４．９％）が８か月

連続の低下となった。  

 前月比では持家が３か月連続増

加し、持ち直しの傾向がある。  

【新設住宅着工戸数】  

・住宅投資は、ＧＤＰのおおむね５％程度にすぎませんが、マンションや家を建てるに

は色々な材料が必要となり、また、建設労働者など多くの人に働いてもらわなければ

なりません。さらには入居する人は電気製品などを新たに買換えることが多く、様々

な経済効果を生み出します。  

・政府は景気が悪くなると、金利の引き下げや融資枠の拡大などの景気対策により、マ

ンション、持家を購入しやすいように仕向けます。景気対策が本当に効果を表してい

るかを知る上でも、住宅着工は役立ちます。  
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（６） 企業動向  

 ①倒産  
●増加傾向  
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出所：東京商工リサーチ「倒産月報」・「埼玉県下企業倒産整理状況」

企業倒産件数
（負債１千万以上 対前年同月比）
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出所：東京商工リサーチ「倒産月報」・「埼玉県下企業倒産整理状況」

企業倒産件数
（負債１千万以上）

埼玉県 全 国

 
 

 

 

 

 

 

 

●９月の企業倒産件数は５８件と２か月ぶりに前月を上回った。前年同月比＋

１３．７％と３か月連続で前年同月を上回った。平成２１年では５月の４６

件以外５０件超で推移している。  

●同負債総額は、１１９億４千４百万円となり、前年同月比▲０．２％と２か月

連続で前年同月を下回った。  

 

負債総額１０億円以上の大型倒産は３件発生した。  

 

９月の倒産件数は、前年同月を上回って、依然高水準で推移しており、増加傾

向にある。  

 

【企業倒産件数】  

・倒産は景気変動、景気悪化の最終的な悪い結論です。  

・景気が回復し始めても、倒産件数は増え続けます。倒産がまだそれほど増えていない

状態で、景気が大底（最悪期）を迎えていることもあります。  
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②景況感  

○経営者の景況感と今後の景気見通し  

平成２１年９月調査の埼玉県産業労働部「埼玉県四半期経営動向調査」によ

ると、現在の景況感は２期連続で改善した。  

 

【現在の景況感】  

自社業界の景気について、「好況である」とみる企業は０．７％、「不況で

ある」が８８．１％で、景況感のＤＩ(「好況である」－「不況である」の企業

割合)は▲８７．４となった。前期(▲８８．６)に比べると１．２ポイント上昇

し、２期連続で改善した。 

 

   
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

【今後の景気見通し】  

今後の景気見通しについて、「良い方向に向かう」とみる企業は３．５％で

前期（５．９％）に比べ２．４ポイント減少し、「悪い方向に向かう」とみる

企業は３９．７％で前期（４１．４％）に比べ１．７ポイント減少した。 

 

 

 

景況感DIの推移  
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○ 平成２１年７～９月期調査の「財務省 法人企業景気予測調査（埼玉県分）」による

と、景況判断ＢＳＩ（現状判断）を規模別にみると、大企業は｢上昇｣超幅が拡大し、中

堅企業、中小企業は「下降」超幅が縮小している。  

 

先行きについては、大企業は｢上昇｣超で推移し、中堅企業は２１年１０～１２月期に

「上昇」超に転じ、中小企業は「下降」超で推移する見通しとなっている。  
 

     景況判断ＢＳＩ                        （単位：％ポイント）  

 21年4～6月  

前回調査  

21年7～9月  

現状判断  

21年10～12月  

見通し  

22年1～3月  

見通し  

全規模（全産業）  ▲３２．４ ▲１３．７ ▲１．１  ▲１．１

 大企業  １．４ １０．０ １４．３  １．４

中堅企業  ▲２９．０ ▲１８．５ １．５  １．５

 中小企業  ▲４９．３ ▲２３．５ ▲１０．３  ▲３．７

 製造業  ▲２１．４ ▲２．６ ３．５  ４．３

 非製造業  ▲４０．１ ▲２１．８ ▲４．５  ▲５．１

                          （回答企業数２７２社）  
 
※ＢＳＩ（ビジネス･サーベイ･インデックス）：増加・減少などの変化方向別回答企業数の構成比から全体の趨勢を判断

するもの。 ＢＳＩ＝（「上昇」等と回答した企業の構成比－「下降」等と回答した企業の構成比）。企業の景況判断

等の強弱感の判断に使用するＤＩと同じ意味合いをもつ。  
 
※ 大 企 業   ： 資 本 金 １ ０ 億 円 以 上  

中 堅 企 業 ： 資 本 金 １ 億 円 以 上 １ ０ 億 円 未 満  
 中 小 企 業 ： 資 本 金 １ 千 万 円 以 上 １ 億 円 未 満  
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③設備投資  
○ 平成２１年９月調査の埼玉県産業労働部「埼玉県四半期経営動向調査」によ

ると、当期（平成２１年７～９月期）に設備投資を実施した企業は１６．６％

で前期（１４．０％）に比べ２．６ポイント上昇し、２期連続で改善した。  

 業種別にみると製造業は２０．２％で前期（１６．９％）に比べ３．３ポ

イント上昇し、２期連続で増加した。  

  非製造業は１３．８％で、前期（１１．９％）に比べ１．９ポイント上昇し

２期連続で増加した。  

  来期（平成２１年１０～１２月期）に設備投資を予定している企業は１１．

３％で、当期に比べ５．３ポイント低下する見通しである。  
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○ 平成２１年７～９月期調査の「財務省 法人企業景気予測調査（埼玉県分）」による

と、２１年度上期の設備投資計画額は、全規模・全産業で前年同期比▲１４．０％の

減少見込みとなっている。  

  これを規模別にみると、大企業、中堅企業、中小企業いずれも減少見込みとなってい

る。  

また、製造業は前年同期比▲２２．９％の減少見込み、非製造業は同▲３．６％の

減少見込みとなっている。  

２１年度下期は、全規模・全産業で前年同期比▲３８．９％の減少見通しとなって

いる。  

  ２１年度通期は、全規模・全産業で前年比▲２８．５％の減少見通しとなっている。 

 

     設備投資計画                     （前年同期比増減率：％）  

   

21年度通期  
21年度上期  21年度下期  

全規模・全産業  ▲１４．０ ▲３８．９ ▲２８．５

 大企業  ▲１２．９ ▲３８．８ ▲２７．９

中堅企業  ▲３０．８ ▲３６．１ ▲３３．８

 中小企業  ▲１．３ ▲６２．０ ▲３９．３

 製造業  ▲２２．９ ▲４７．６ ▲３５．７

 非製造業  ▲３．６ ▲３２．７ ▲２２．２

                         （回答企業数２７２社）  
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３ 経済情報  

（１）他調査機関の経済関係報告  

関東経済産業局「管内の経済動向」   《平成２１年８月を中心に》  
                            ２００９年１０月１３日 

《 管内経済は、一部に持ち直しの動きがみられる 》  

  

●ポイント  

 

  

 

 

 

 

 

 

 

●経済動向の概況  
  

個人消費は、一部に明るさがみられるものの、弱い動きが続いている。 

  乗用車新規登録台数及び実質消費支出は前年同月を上回ったものの、大型小売店販売額及びコ

ンビニエンスストア販売額は前年同月を下回るなど、一部に明るさがみられるものの、弱い動き

が続いている。 

大型小売店販売額は、「飲食料品」が低水準であることに加え、「衣料品」「身の回り品」「家

庭用品」も大幅な減少が続いていることから、１７か月連続で前年同月を下回った。百貨店は、

天候不順により「衣料品」が大幅に減少したことから、１８か月連続で前年同月を下回った。ス

ーパーは、主力の「飲食料品」が前年の値上げ傾向からの反動減や、このところの価格強化策に

伴う単価ダウン等により大幅に減少したことから、９か月連続で前年同月を下回った。コンビニ

エンスストア販売額は、２か月連続で前年同月を下回った。乗用車新規登録台数（軽乗用車を含

む）は、軽乗用車は前年同月を下回ったものの、普通乗用車及び小型乗用車が前年同月を上回っ

たことから、全車種では１３か月ぶりに前年同月を上回った。実質消費支出（家計調査、二人以

上の世帯）は、１８か月ぶりに前年同月を上回った。景気の現状判断ＤＩ（景気ウォッチャー調

査、家計動向関連）は７か月ぶりの低下となり、２９か月連続で横ばいを示す５０を下回った。

景気の先行き判断ＤＩ（家計動向関連）は２か月ぶりの上昇となったものの、２７か月連続で５

０を下回った。 

（8月大型小売店販売額：既存店前年同月比▲7.0％、百貨店販売額：同▲9.3％、スーパー販売

額：同▲5.7％、8月コンビニエンスストア販売額：全店前年同月比▲3.9％、8月乗用車新規登

録台数：前年同月比＋2.0％、8月消費支出（家計調査、二人以上の世帯）：前年同月比（実質）

＋6.0％） 

 

 

管内経済は、一部に持ち直しの動きがみられる。  

・ 個人消費は、一部に明るさがみられるものの、弱い動きが続いている。  

・ 住宅着工は、８か月連続で前年同月を下回った。  

・ 公共工事は、このところ底堅い動きとなっている。  

・ 雇用情勢は、厳しい状況が続いている。  

・ 鉱工業生産活動は、緩やかながら持ち直しの動きがみられる。  
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住宅着工は、８か月連続で前年同月を下回った。  

  新設住宅着工戸数は、持家、貸家及び分譲住宅が前年同月を下回ったことから、全体では８か

月連続で前年同月を下回った。  

  （8月新設住宅着工戸数：前年同月比▲38.2％）  

 

公共工事は、このところ底堅い動きとなっている。  

  公共工事は、２か月ぶりに前年同月を上回り、このところ底堅い動きとなっている。  

  （8月公共工事請負金額：前年同月比＋10.8％）  

 

雇用情勢は、厳しい状況が続いている。  

  雇用情勢は、完全失業率は前年同月を上回り、有効求人倍率は過去最低で推移しているなど、

厳しい状況が続いている。 

有効求人倍率は前月と同水準となった。新規求人数は２か月連続の減少となった。事業主都合

離職者数は１７か月連続で前年同月を上回った。南関東の完全失業率は１０か月連続で前年同月

を上回った。 

  （8月有効求人倍率〈季調値〉：0.43倍、8月南関東完全失業率〈原数値〉：5.3％） 

  ※南関東とは、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県 

 

鉱工業生産活動は、緩やかながら持ち直しの動きがみられる。  

鉱工業生産指数は、情報通信機械工業、精密機械工業等が低下したものの、一般機械工業、鉄

鋼業、その他工業、輸送機械工業等が上昇したことから、前月比＋１．４％と６か月連続の上昇

となり、総じてみれば、緩やかながら持ち直しの動きがみられる。  

主要業種の生産動向をみると、以下のとおり。  

・ 一般機械工業は、半導体製造装置、フラットパネル・ディスプレイ製造装置等が増加。  

・ 鉄鋼業は、国内向け及び中国、タイ向けの自動車用途等が増加。  

出荷指数は同＋１．４％と６か月連続の上昇、在庫指数は同▲０．２％と２か月ぶりの低下と

なった。  

なお、全国の製造工業生産予測調査によると、９月、１０月は上昇を予測している。  

（8月鉱工業生産指数：前月比+1.4%、出荷指数：同+1.4%、在庫指数：同▲0.2％）  
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財務省関東財務局～「埼玉県の経済情勢報告」   ２００９年１０月  
                             
（総括判断）  

厳しい状況にあるものの、一部に持ち直しの動きがみられる。  

 
 

（今回のポイント）  
 個人消費は弱い動きとなっているものの、一部に持ち直しの動きがみられる。 
 住宅建設は前年を大きく下回っている。 
 企業の設備投資は減少見通しとなっている。 

製造業の生産は持ち直しの動きがみられる。企業収益は減益見通しとなっている。 
雇用情勢は悪化している。 

 
（具体的な特徴等） 

個別項目 今回の判断 主な特徴 

個人消費 

弱い動きとなってい

るものの、一部に持ち

直しの動きがみられ

る。 

大型小売店販売額をみると、百貨店販売額は低調な動

きが続いており、スーパー販売額も弱い動きが続いてい

るなど、前年を下回って推移している。 

コンビニエンスストア販売額は、タスポ効果の一巡や

季節商品の不調により、このところ前年を下回っている。

乗用車の新車登録届出台数は、普通車及び小型車に持

ち直しの動きがみられるなど、足もとで前年を上回って

いる。 

さいたま市の家計消費支出は、弱い動きとなっている。

住宅建設 
前年を大きく下回っ

ている。 

 新設住宅着工戸数をみると、持家は前年を下回ってお

り、貸家、分譲住宅は前年を大きく下回っている。 

設備投資 
21年度は減少見通し

となっている。 

法人企業景気予測調査（21年7～9月期調査）で21年度

の設備投資計画をみると、製造業では前年比▲35.7%の減

少見通し、非製造業では同▲22.2%の減少見通しとなって

おり、全産業では同▲28.5%の減少見通しとなっている。

 

生産活動 
持ち直しの動きがみ

られる。 

 生産指数を業種別にみると、輸送機械や金属製品など

で持ち直しの動きがみられる。なお、在庫指数は低下し、

在庫率指数は低下傾向となっている。 

企業収益 
21年度は減益見通し

となっている。 

法人企業景気予測調査（21年7～9月期調査）で21年度

の経常損益（除く「金融業、保険業」、「電気・ガス・

水道業」）をみると、製造業では赤字転化の見通し、非

製造業では前年比▲35.7%の減益見通しとなっており、全

産業では同▲69.1%の減益見通しとなっている。 

なお、全産業の減益幅は、前回調査に比べ拡大している。

企 業 の 景
況感 

大企業は「上昇」超幅

が拡大、中堅企業、中

小企業は「下降」超幅

が縮小。 

法人企業景気予測調査（21年7～9月期調査）の景況判

断ＢＳＩでみると、大企業は「上昇」超幅が拡大し、中

堅企業、中小企業は「下降」超幅が縮小している。 

先行きについては、大企業は「上昇」超で推移し、中

堅企業は21年10～12月期に「上昇」超に転じ、中小企業

は「下降」超で推移する見通しとなっている。 

雇用情勢 悪化している。 

 完全失業率は、前年を上回っている。 

有効求人倍率は、低下している。 

新規求人数は、このところやや持ち直している。 
 



20 

 

 
財務省関東財務局～ 「管内経済情勢報告」    ２００９年１０月  

                        

（総括判断）  

    厳しい状況にあるなか、業種等のばらつきはあるものの、  

    持ち直しの動きがみられる。  

 

（今回のポイント）  

最近の管内経済情勢をみると、個人消費は弱い動きとなっているものの、一部に持ち

直しの動きがみられる。 

住宅建設は前年を大きく下回っている。企業の設備投資は減少見通しとなっている。

一方、輸出は持ち直している。 

こうした需要動向のもと、製造業の生産は持ち直しの動きが続いている。 

企業収益は減益見通しとなっているが、企業の景況感は、大企業は「上昇」超に転じ、

中堅企業、中小企業は「下降」超幅が縮小している。 

雇用情勢は悪化している。 

このように管内経済は、厳しい状況にあるなか、業種等のばらつきはあるものの、持

ち直しの動きがみられる。 

 

なお、先行きについては、引き続き対外経済環境の動向などを注視していく必要があ

る。 
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（２）経済関係日誌 （９／２９～１０／２６）（新聞の記事を要約）  

◎ 政治経済・産業動向等  

 ９／３０（東京新聞） 景況感 ２期連続改善 ７～９月の中小企業【経済産業省】  
経済産業省が29日発表した7～9月期の中小企業景況調査によると、全産業の業況判断DI（「好転」と答え

た企業の割合から「悪化」の割合を差し引いた指数）はﾏｲﾅｽ38.4となり、前期に比べ5.0ﾎﾟｲﾝﾄ改善した。改

善は2期連続。これを受け、同省は基調判断について「下げ止まりの動き」から「持ち直しの動き」に一部

上方修正した。  
 
 １０／１（東京新聞）日本経済１０年の成長１％以下ＯＥＣＤ審査 デフレ・失業率懸念【ＯＥＣＤ】
経済協力開発機構（OECD）は30日、日本経済の現状や政策課題を分析した2009年版「対日経済審査報告書」

を公表した。日本経済は回復の兆しが見られるものの「2010年の間は1%以下の成長率にとどまる」と予想。

ﾃﾞﾌﾚ定着の恐れと失業率の上昇に懸念を示した。  
 
 １０／１（朝日新聞夕刊） 景況感 ２期連続改善 日銀短観 設備投資は依然低迷【日本銀行】
日本銀行は1日、9月の企業短期経済観測調査（短観）の結果を発表した。大企業・製造業の景況感は2期続

けて改善したが、前回記録的に落ち込んだ設備投資計画は下方修正された。内需低迷で非製造業の景況感

はあまり上向かず、景気の回復感は弱い。政策効果が切れれば「2番底」に陥る懸念も指摘される。  
 
 １０／２（日本経済新聞） 世界経済、来年３．１％成長 ＩＭＦ予測上方修正 景気刺激の継
続訴え【国際通貨基金（ＩＭＦ）】  
国際通貨基金（ IMF）は1日、世界経済見通しを発表した。2010年の世界全体の実質経済成長率は3.1%と予

測し、前回の7月時点の予測より0.6ﾎﾟｲﾝﾄ上方修正した。09年の成長率はﾏｲﾅｽ1.1%となるが、前回より0.3ﾎﾟ
ｲﾝﾄ引き上げた。 IMFは「世界的な景気後退は終わりつつある」と分析。  
 
 １０／８（東京新聞） 一致指数 ５カ月連続上昇【内閣府】  
内閣府が7日発表した8月の景気動向指数（速報値、2005年=100）によると、景気の現状を示す一致指数は

前月から1.6ﾎﾟｲﾝﾄ高い91.4となり、5カ月連続で上昇した。景気の基調判断は3ヵ月連続で「下げ止まりを示

している」と据え置いた。  
 
 １０／９（埼玉新聞） 景気実感 ２カ月ぶり上昇 ９月、連休で旅行好調【内閣府】  
内閣府が8日発表した9月の景気ｳｫｯﾁｬｰ調査によると、街角の景気実感を3ヵ月前と比較した現状判断指数は

前月比1.4ﾎﾟｲﾝﾄ上昇の43.1と2ヵ月ぶりに上昇した。大型連休の効果で「前年比3倍以上の来客数」（中国・

ﾃｰﾏﾊﾟｰｸ）となるなど旅行関連業界を中心に客足が上向いた。  
 
 １０／８（読売新聞夕刊） 輸入額最大の減少 ８月国際収支黒字額１０．４％増【財務省】  
財務省が8日発表した8月の国際収支（速報）によると、海外とのﾓﾉ、ｻｰﾋﾞｽ、資金の取引状況を総合的に示

す経常収支の黒字額は前年同月比10.4％増の1兆1,712億円となり、2ヵ月ぶりに1年間の水準を上回った。比

較できる1986年1月以降では輸入額が過去最大の減少となり、貿易収支の黒字額が拡大したことが大きい。

 
 １０／１４（埼玉新聞）１１都県経済情勢 個人消費を上方修正 車好調、小売りの下げ縮小【関
東経済産業局】  
関東経済産業局が13日発表した8月を中心とした埼玉県など1都10県の管内経済情勢は、個人消費について、

前月の「さらに弱い動きとなっている」から「一部に明るさがみられるものの、弱い動きが続いている」

と上方修正した。上方修正は2005年12月以来、44年ぶり。上方修正した要因として、乗用車新規登録台数

が減税などを受けて13ヵ月ぶりに前年を上回ったほか、百貨店やｽｰﾊﾟｰの販売額の落ち込みが縮小している

ことなどを挙げている。ただ、雇用情勢は悪化が続いており、先行きは不透明。総括判断を「一部に持ち

直しの動きがみられる」と、4ヵ月連続で据え置いた。  
 
 １０／１７（朝日新聞） 景気、「持ち直し」継続 １０月月例報告雇用の厳しさ考慮【内閣府】
政府は16日、10月の月例経済報告を発表し、景気の基調判断は「持ち直し」で据え置いた。政権交代後初

めての報告。菅直人副総理兼経済財政相は記者会見で「求人倍率も低く、（景気の）持ち直しがあまり強

調されすぎても間違ったﾒｯｾｰｼﾞを与える」と述べ雇用情勢の厳しさを踏まえた判断だと強調した。  
 
 １０／２０（東京新聞） 日銀さくらリポート根強い先行き不安政策効果の息切れ懸念【日本銀行】
日銀が19日に発表したさくらﾘﾎﾟｰﾄでは、全9地域が2期連続で景気判断を上方修正した。だが、各地の〝前

進〟は、ｴｺｶｰ減税や公共事業の増加など、政策効果と輸出に支えられた面が大きい。雇用情勢は厳しい状

況が続き、政策効果が息切れする懸念も高まる中、各地域は先行きへの不透明感を払しょくできずにいる。
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◎ 市場動向  
 ９／２９（日本経済新聞） 日経平均株価、大幅続落 １００００円台
東証では日経平均株価が大幅続落。28日の終値は前日比256円46銭安となる10009円52銭となった。外国為
替市場で1ﾄﾞﾙ=88円台まで円高が進み、自動車、電機など輸出関連株が売られた。証券株や銀行株も下げ
た。  
 
 ９／２９（日本経済新聞） 長期金利、１．２８０％に低下  
28日の債券市場で長期金利の代表的な指標である新発10年物国債利回りが、前日比0.025%低い1.280%に低
下 (価格は上昇 )した。米長期金利低下や日経平均株価の下落を受けて、買いが入った。  
 
 ９／２９（日本経済新聞） 円相場、大幅続伸 １ドル＝８９円台  
円相場は大幅続伸。28日の終値は前日比1円3銭円高・ﾄﾞﾙ安の1ﾄﾞﾙ=89円56銭となった。米国の金融緩和が
長引くとの見方から個人や海外投機筋の円買いが入り、早朝に一時約8カ月ぶりとなる円高・ﾄﾞﾙ安水準の
88円台前半まで上昇。午後は藤井財務相の発言が円高をけん制すると受け止められ上げ幅を縮めた。  
 
 １０／２（日本経済新聞） 日経平均株価、大幅続落 ９９００円台  
東証では日経平均株価が反落。1日の終値は前日比154円59銭安となる9978円64銭となった。円高による輸
出関連株の業績不安に加え、民主党政権の政策に対する不透明感も買い手控えﾑｰﾄﾞにつながった。朝方に
財務省が発表した対内・対外証券投資で外国人の日本株売りが鮮明になり、需給悪化懸念も強まった。  
 
 １０／３（日本経済新聞） 日経平均株価、大幅続落 ９７００円台  
東証では日経平均株価が大幅続落。2日の終値は前日比246円77銭安となる9731円87銭となった。終値は7
月22日以来、約2か月ぶりの安値になった。前日に米国株が大きく下げたことを背景に幅広い銘柄で売り
が先行。業種別日経平均36業種ではｶﾞｽを除く35業種が下落し、ほぼ全面安の展開になった。  
 
 １０／３（日本経済新聞） 長期金利、１．２５０％に低下  
2日の債券市場で長期金利の代表的な指標である新発10年物国債利回りが、前日比0.040%低い1.250%に低
下 (価格は上昇 )した。米長期金利の大幅低下や日経平均株価の急落を背景にした買いが入った。  
 
 １０／８（日本経済新聞） 日経平均株価、続伸 ９７００円台  
東証では日経平均株価が続伸。7日の終値は前日比107円80銭高となる9799円60銭となった。前日の米国株
高に加え、原油や金など商品が値上がりしたため、市況関連株やﾊｲﾃｸ株など幅広く買われた。銀行株や証
券株も続伸した。東証1部の値上がり銘柄数は1,253と9月24日以来の高水準。  
 
 １０／８（日本経済新聞） 円相場、大幅続伸 １ドル＝８８円台  
円相場は大幅続伸。7日の終値は前日比1円12銭円高・ﾄﾞﾙ安の1ﾄﾞﾙ=88円14銭となった。米低金利政策が継
続するとの見方から、ﾄﾞﾙを売り、豪ﾄﾞﾙなどを買う動きが広がった。円は対ﾄﾞﾙでつられて上昇した。  
 
 １０／１０（日本経済新聞） 日経平均株価、続伸 １００００円台  
東証では日経平均株価が続伸。9日の終値は前日比183円92銭高となる10016円39銭となった。8日の米株高
や円高一服を背景に買い優勢となった。後場に入ってﾊｲﾃｸ株の上昇がけん引し、日経平均は上げ幅を拡大。
７営業日ぶりに1万円を回復し、高値引けした。  
 
 １０／１０（日本経済新聞） 長期金利、１．２８０％に上昇  
9日の債券市場で長期金利の代表的な指標である新発10年物国債利回りが、前日比0.020%高い1.280%に上
昇 (価格は低下 )した。米長期金利や日経平均株価の上昇を受けた売りが膨らんだ。  
 
 １０／１０（日本経済新聞） 円相場、続落 １ドル＝８９円台  
円相場は続落。9日の終値は前日比1円1銭円安・ﾄﾞﾙ高の1ﾄﾞﾙ=89円28銭で取引を終えた。ﾊﾞｰﾅﾝｷ米連邦準
備理事会 (FRB）議長が「景気回復が定着すれば、引き締めに動く必要がある」と発言。米金利高を連想し
た海外勢のﾄﾞﾙ買いや、米国の3連休を前にした持ち高調整のﾄﾞﾙ買いが入った。  
 
 １０／１６（日本経済新聞） 日経平均株価、反発 １０２００円台  
東証では日経平均株価が反発。15日の終値は前日比178円44銭高となる10238円65銭となった。米銀大手HJP
ﾓﾙｶﾞﾝ・ﾁｪｰｽの好決算などを受け、米国株式相場が上昇し、投資心理が好転した。一時、上げ幅は200円を
超えた。ただ、午後に入って利益確定売りが膨らみ、値を崩す銘柄も目立った。  
 
 １０／１６（日本経済新聞） 長期金利、１．３１５％に上昇  
15日の債券市場で長期金利の代表的な指標である新発10年物国債利回りが、前日比0.020%高い1.315%に上
昇 (価格は低下 )した。米長期金利と日経平均株価の上昇を受けた売りが出た。  
 
 １０／１７（日本経済新聞） 円相場、大幅続落 １ドル＝９１円台  
円相場は大幅続落。16日の終値は前日比1円63銭円安・ﾄﾞﾙ高の1ﾄﾞﾙ=91円16銭となった。3週間ぶり安値ま
で下げた。前日の米株高などを背景に、高金利の資源国通貨などを買って、低金利の円を売る流れが広が
り、円は対ﾄﾞﾙでも売られた。円の安値圏では、輸出企業のﾄﾞﾙ売りもみられた。  
 
 １０／２１（日本経済新聞） 日経平均株価、反発 １０３００円台  
東証では日経平均株価が反発。20日の終値は前日比100円33銭高となる10336円84銭となった。前日に米国
株など海外の主要株式相場が軒並み上昇したことを受けて、朝方は買いが先行。買い一巡後は利益確定売
りなどが出て伸び悩んだ。商品相場の上昇で商社や石油など資源関連株が高い。米 IT（情報技術）関連企
業の好決算を受けﾊｲﾃｸ株の一角がしっかり。
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◎ 景気・ 経済指標関連  
 ９／２９（東京新聞夕刊） 消費者物価２．４％最大下落 消費低迷で競争激化 ８月【総務省】

総務省が29日発表した8月の全国消費者物価指数（2005年=100、生鮮食品を除く）は100.1と前年同月比
で2.4％下落した。比較可能な1971年1月以降で最大となる下落率を4ｶ月連続で更新した。前年割れは6カ月
連続。原油価格が高騰した前年の反動が主因だが、景気低迷による需要不足で幅広い製品が値下がりして
おり、物価が下がり続けるﾃﾞﾌﾚ傾向は強まり続けている。  
 
 ９／３０（読売新聞夕刊） ８月の鉱工業生産 ６か月連続上昇【経済産業省】  

経済産業省が30日発表した8月の鉱工業生産指数（速報値、2005年=100、季節調整済み）は前月比1.8％
上昇して84.1となり、6か月連続で前月を上回った。自動車やﾌﾟﾗｽﾞﾏﾃﾚﾋﾞなどの生産が堅調で、政府の環境
対応車 (ｴｺｶｰ）に対する補助金やｴｺﾎﾟｲﾝﾄ制度などが生産回復を下支えした。  
 
 ９／３０（東京新聞夕刊） 給与総額１５ヵ月連続減 ８月勤労統計調査「悪化傾向変わらず」
【厚生労働省】  

厚生労働省が31日発表した8月の毎月勤労統計調査（速報、従業員5人以上の事業所）によると、すべて
の給与を合わせた現金総額（1人平均）は前年同月比3.1％減の27万3,360円となった。減少は15ヵ月連続だ
が、減少率は前月（5.6％）より縮小した。  
 
 １０／２（読売新聞夕刊） 求人０．４２倍最悪続く ８月 失業率は改善５．５％【総務省・
厚生労働省】  

総務省が2日に発表した労働力調査（速報）によると、8月の完全失業率（季節調整値）は5.5％で、過去
最悪だった7月の5.7%から0.2ﾎﾟｲﾝﾄ改善した。ただ、厚生労働省が同日発表した8月の有効求人倍率（同）
は過去最悪だった7月と同じ0.42倍で横ばいとなるなど、雇用情勢は依然厳しい状態が続いている。  
 
 １０／２（日本経済新聞） 新車販売０．２％増 エコカー減税や補助金が効果 １４ヵ月ぶり
プラス【日本自動車販売協会連合会】  

自動車業界団体が1日まとめた9月の新車総販売台数（軽自動車含む）は前年同月比0.2%増の47万7,819台
だった。昨年7月以来14ヵ月ぶりのﾌﾟﾗｽに転じた。ｴｺｶｰ減税や6月から受け付けが始まった新車購入補助金
の効果でﾊｲﾌﾞﾘｯﾄ車などに人気がでたが、軽自動車では不振が続き、市場の本格的な回復には結びついてな
い。日本自動車販売協会連合会によると、9月の登録車（排気量660CC超）販売台数は前年同月比3.5%増の
32万1,737台。2か月連続でﾌﾟﾗｽだった。  
 
 １０／９（産経新聞） 倒産４年ぶり減 中小・零細なお高水準今年度上期【東京商工リサーチ】

東京商工ﾘｻｰﾁが8日発表した平成21年度上期（4～9月）の倒産件数（負債額1千万円以上）は前年同期比
1.6％減の7,736件で、上期としては4年ぶりに前年を下回った。負債総額も同71.0％減の2兆5,029億円3,400
万円と大きく縮小した。昨秋のﾘｰﾏﾝ・ﾌﾞﾗｻﾞｰｽ証券のような大型倒産がなかったことに加え、緊急保証制度
や公共工事の前倒し発注など政府の景気対策の効果もあったとみられる。ただ、小規模企業の倒産は高水
準で、今後は政府が成立を急ぐ中小企業の債務返済を猶予するﾓﾗﾄﾘｱﾑ法案なども影響しそうだ。  
 
 １０／９（日本経済新聞夕刊） 機械受注０．５％増 ２カ月ぶりプラス金額、２番目の低さ８
月前月比【内閣府】  

内閣府が9日発表した8月の機械受注統計によると、設備投資の先行指数となる「船舶・電力を除く民需」
（季節調整値）は前月比0.5%増と2ヵ月ぶりにﾌﾟﾗｽとなった。ただ、金額は6,681億円と過去2番目の低い水
準にとどまった。内閣府は「減少のﾃﾝﾎﾟが緩やかになっている」との基調判断を据え置いた。企業の設備
投資ﾏｲﾝﾄﾞは依然として低いままだ。  
 
 １０／１４（日本経済新聞） 企業物価７．９％低下 ９月下げ幅縮小【日本銀行】  

日銀が14日発表した9月の企業物価指数 (2005年=100、速報値）は103.0と、前年同月比で7.9%下がった。
昨年夏の原油高騰の反動で大幅低下が続いたが、低下率は1960年の統計開始以降で最大だった8月 (8.5%低
下）から縮小。低下に転じた1月以来で初めて縮小した。昨年9月に原油価格が下落に転じていたことから、
物価下落圧力がやや和らいだ。  
 
 １０／１６（日本経済新聞夕刊） 代位弁済、４年連続増 ４～９月２４％増 建設業最多６５
億円【埼玉県信用保証協会】  

中小企業が返済できなくなった借入金を信用保証協会が肩代わりする代位弁済が増えている。埼玉県信
用保証協会がまとめた2009年4月～9月期の代位弁済額は233億1,300万円で、前年同期に比べ24％増えた。
増加は4年連続で、額は過去20年で3番目に多い水準。代位弁済の予備軍である事故受付金額も増えており、
当面は増え続ける可能性がある。  
 
 １０／２２（日本経済新聞夕刊） 輸出、９月３０％減 中国向け改善 減少ペース緩やかに 貿
易統計【財務省】  
財務省が22日発表した9月の貿易統計速報（通関ﾍﾞｰｽ）は、輸出額が前年同月に比べて30.7%減の5兆1,047
億円になった。ﾛｼｱ向け自動車や韓国向け鉄鋼などが前年比で落ち込み、12か月連続で前の年を下回った。
ただ、下落率が8月に比べて5.3ﾎﾟｲﾝﾄ縮小するなど、足元では改善が進んでいる。景気対策などで高成長が
続く中国を中心に、ｱｼﾞｱ向けが輸出の回復をけん引している。  
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◎ 地域動向  

 １０／３（朝日新聞） 求人、８月も０．３５倍に ３カ月連続で過去最低【埼玉労働局】  
埼玉労働局は 2 日、8 月の有効求人倍率（季節調整値）は 3 ヵ月連続で過去最低の 0.35 倍だったと発表し

た。全国平均より 0.07 ﾎﾟｲﾝﾄ低く、同局は「一部で新規求人数の増加が見られるが、雇用情勢は厳しいま

ま」としている。  
 
 １０／６（埼玉新聞） 県内倒産２割増０９年度上半期７年ぶり３００件超【東京商工リサーチ】
東京商工ﾘｻｰﾁ埼玉支店が 5 日発表した 2009 年度上半期（4～9 月）の県内企業倒産件数（負債総額 1 千万

円以上）は前年同月比 19.5%増の 337 件で、3 年連続前年同期を上回った。上半期としては 7 年ぶりの 300
件超えとなり、歴代 6 番目の高水準。同支店は「昨年秋のﾘｰﾏﾝ・ｼｮｯｸ以降、中小企業は受注減や受注単価

の下落により、体力を消耗する状況が続いている」とみている。  
 
 １０／６（産経新聞） 「景況感」低水準続く  
県は、県内の中小企業の 7～9 月期の経営動向調査結果をまとめた。景気が「好況」と答えた企業から、「不

況」と答えた企業を引いた景況感 DI はﾏｲﾅｽ 87.4 で、前期から 1.2 ﾎﾟｲﾝﾄ上昇した。景況感 DI の改善は 2
期連続だが、県産業労働政策課は「数値上は上がったが、低水準で実態が伴っていない」としている。  
 
 １０／９（日本経済新聞） 新車登録 2 ヵ月連続増 県内９月１．４％ 購入支援策効果続く【埼
玉県自動車販売店協会】  
埼玉県自動車販売店協会がまとめた 9 月の県内新車登録台数（軽自動車除く）は 1 万 7,501 台で前年同月

に比べ 1.4％増えた。増加は 2 ヵ月連続。ｴｺｶｰ減税や新車購入補助金の効果が続いているとみられる。ただ、

軽自動車の新車届け出台数は 11 ヵ月連続で同月を下回った。本格回復とは言い難い状況だ。  
 
 １０／９（日本経済新聞） さいたま市 消費者物価２．１％低下 ８月 ４ヵ月連続マイナス
埼玉県がまとめた 8 月のさいたま市の消費者物価指数 (2005 年平均=100）は価格変動の大きい生鮮食品を

除く総合指数で 99.9 と、前年同月比で 2.1％下がった。低下は 4 ヵ月連続。原油価格が高めで推移した昨

年の反動でｶﾞｿﾘﾝ代を含む交通・通信費などが下落したほか、寝具類など家具・家事用品費も低下した。

 
 １０／１７（埼玉新聞） 県１０年度予算編成方針収支不足１，４２７億円２年連続１千億円超
県は 16 日、2010 年度当初予算の編成方針を発表した。収支不足の見込み額は前年度比 281 億円増の 1,427
億円と、2 年連続で 1 千億円を突破。昨年から続く経済不況に加え、高齢化に伴う福祉や医療関係経費な

ど義務的経費の増加は不可避の情勢だ。11 月から始まる予算編成では「制度の根本にまで踏み込んだ議論

を通じて事業の必要性や効率性を精査し、収支不足額の圧縮を目指す」（財政課）という。  
 
 １０／２１（日本経済新聞） 県内製品出荷額３．１％減 昨年業務用機械落ち込む  
埼玉県がまとめた 2008 年の工業統計 (従業者 4 人以上が対象、速報値）によると、県内製造品出荷額等は

14 兆 4,876 億円と前年比 3.1％減った。全国順位は 7 位で、千葉県と入れ替わり順位を 1 つ落とした。県内

の主力産業である自動車関連や業務用機械などの出荷額が落ち込んだ。  
 
 １０／２７（埼玉新聞） 埼玉経済 エコで持ち直しの動き 二番底の懸念も【埼玉りそな産業
協力財団】  
埼玉りそな産業協力財団がまとめた埼玉県の産業動向と見通しによると、埼玉経済は持ち直しの動きがみ

られるとしている。ただ、現状はｴｺｶｰ減税やｴｺﾎﾟｲﾝﾄ制度などによる効果が大きいとし、先行きは政策次第

で 2 番底になる懸念を指摘している。  
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（３）今月のトピック 

              （出所：内閣府 今週の指標№ 937より）  

 

平成21年8月の全国有効求人倍率は0.42倍となり、前月に続き過去最低の水準にある。しかし、

医療・福祉の職種別の有効求人倍率をみてみると、専門性の高い職種を中心に1倍を上回っており、

恒常的な人手不足の状況であると考えられる。  

さらに、医療・福祉の職種の有効求人数と有効就職者数の推移をみると、2000年以降求職者の

伸びを上回る勢いで求人数が増加しており、2003年以降はほぼ一貫して求人に対して求職が足り

ていない状況が拡大してきた。足下では世界的な不況の影響もあってやや減少しているが、求人

が求職を大きく上回っている状況に変わりはない。  

求人と求職者の差を計算すると、医療・福祉では最大で13万人の求職不足が存在している。  

 

 
 
～～内容について、ご意見等お寄せください。～～  
 

 発行 平成２１年１０月３０日  
 作成 埼玉県企画財政部 計画調整課  
        経済情報担当   和田・高荷  
       電話  ０４８－８３０－２１４３  
       Email  a2130@pref.saitama.lg.jp 

医療・福祉の労働需給状況  


